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伊丹市公共施設等総合管理計画「第５章．公共施設マネジメントの基本方針」新旧対照表 

改正前 改正後 

第５章．公共施設マネジメントの基本方針 

 

今後、公共施設等の老朽化は急速に進行し、次々に大規模な修繕や建替えの

時期を迎えることとなります。また、道路や上下水道などのインフラ施設も同

様に、これまで整備してきた施設の老朽化対策や耐震対策など、今後も計画的

な補修や更新が必要とされています。 

一方で、本市を取り巻く社会状況の変化として、今後、少子高齢化と人口減

少が進むことから、将来の財政状況は厳しくなることが予想され、現在ある施

設の量や質をそのまま維持しようとすると、必要性の高い施設まで安全・安心

に利用いただけなくなる恐れがあります。 

このような公共施設等の更新問題に対し、将来の社会状況や財政状況、市民

のニーズを見据えて施設を更新していくためには、個々の施設ごとに市民ニー

ズや維持管理の方法を考えるのではなく、市全体のニーズを踏まえた上で、公

共施設等の全体最適化を図った施設マネジメントを推進していく必要がありま

す。また、施設を単なる設置目的を達成するためのハコ、あるいは市民活動の

場としての提供という視点だけでなく、「資産」として効果的、効率的に有効

活用しつつ管理していく視点が必要となります。 

インフラ施設については、市民の日常生活や経済活動における重要なライフ

ラインであるとともに、大規模災害時等には救援や災害復旧等においても重要

な基盤施設であることから、計画的な整備や修繕・更新等を行っていく必要が

あります。 

第５章．公共施設マネジメントの基本方針 

 

今後、建物施設の老朽化は急速に進行し、次々に大規模な改修や更新の時期

を迎えることとなります。また、道路や上下水道等のインフラ施設も同様に、

これまで整備してきた施設の老朽化対策や耐震対策など、今後も計画的な改修

や更新が必要とされています。 

一方で、本市を取り巻く社会状況の変化として、今後、少子高齢化と人口減

少が進むことから、将来の財政状況は厳しくなることが予想され、現在ある施

設の量や質をそのまま維持しようとすると、適切な維持管理が困難になること

が予測されます。 

このような公共施設等の更新問題に対し、将来の社会状況や財政状況、市民

のニーズを見据えた施設の維持管理・更新等を行っていくためには、個々の施

設ごとに市民ニーズや維持管理の方法を考えるのではなく、市全体のニーズを

踏まえた上で、公共施設等の全体最適化を図った施設マネジメントを推進して

いく必要があります。また、施設を設置目的を達成するための単なる道具的な

もの、あるいは市民活動の場としての提供という視点だけでなく、「資産」と

して有効活用しつつ管理していく視点が必要となります。 

インフラ施設については、市民の日常生活や経済活動における重要なライフ

ラインであるとともに、大規模災害時等には救援や災害復旧等においても重要

な基盤施設であることから、計画的に維持管理・更新等を行っていく必要があ

ります。 

5-1 基本的な考え方 5-1 基本的な考え方 

資料６ 
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改正前 改正後 

 

そこで、前項に示した公共施設等の現状を踏まえ、本市における今後の施設

の維持管理・更新に関する基本的な方針を以下の通り定めます。なお、建物施

設とインフラ施設では、技術的あるいは政策的な面からも維持管理・更新な

ど、マネジメントの手法が異なる部分もあることから、各方針ごとに適用区分

を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そこで、前項に示した公共施設等の現状を踏まえ、本市における今後の施設

の維持管理・更新等に関する基本的な方針を以下の通り定めます。なお、建物

施設とインフラ施設では、技術的あるいは政策的な面からも維持管理・更新

等、マネジメントの手法が異なる部分もあることから、方針ごとに適用区分を

示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5-2 基本方針 5-2 基本方針 

用語説明 

※1：ライフサイクルコスト（LCC）･･･建物の建築から、維持管理、解体・廃棄に至るまで、

建物の全生涯に要する費用の総額。 

※2：PPP（Public Private Partnership）･･･行政と多様な構成主体（市民、民間事業者な

ど）との連携により、サービスの向上や事業の効率化・改善を図り、市民サービスを

提供していくこと。 

【基本方針】 

① 市民が安全・安心に利用できるよう「適切な維持管理」を推進 

② 「ライフサイクルコスト(LCC) ※1」を考慮した施設の長寿命化 

③ 市民ニーズに柔軟に対応した「施設の機能移転、統合、複合化」を検討 

④ 原則として、新規整備は「総量規制の範囲内」で実施 

⑤ 効率的な施設管理を推進するため「施設マネジメントの一元化」 

⑥ 「指定管理者や PFI 等の PPP※2手法」の活用 

⑦ 「市民参画による公共施設マネジメント」の推進 

建物 ｲﾝﾌﾗ 

建物 ｲﾝﾌﾗ 

建物 

建物 

建物 

建物 ｲﾝﾌﾗ 

建物 ｲﾝﾌﾗ 

変更なし 

用語説明 

※1：ライフサイクルコスト（LCC）･･･建物の建築から、維持管理、解体・廃棄に至るまで、

建物の全生涯に要する費用の総額。 

※2：PPP（Public Private Partnership）･･･行政と多様な構成主体（市民、民間事業者等）

との連携により、サービスの向上や事業の効率化・改善を図り、市民サービスを提供

していくこと。 
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改正前 改正後 

 

（１）建物施設（建築物） 

平成 26 年度伊丹市公共施設白書では、現在ある施設を将来も同種・同規模

で維持する場合、将来の施設の維持管理・更新にかかる費用は、60 年間で 2,8

00 億円、年平均 47 億円と試算されています。一方、平成 21 年度から 25 年度

の 5ヵ年の建物施設にかかる投資的経費は年平均で 23 億円であり、これと比

較すると毎年 24 億円の不足が生じる計算となります。 

表 5-1 に示すとおり、本市の将来人口は平成 22 年に比べ、平成 42 年には総

人口は 3％の減少、生産年齢人口は 8.8％の減少が見込まれています。人口が

減少することにより、現在ある施設を将来も同規模で保持した場合、1人当た

り延床面積は増加し、これに伴い 1人当たりの財政負担が増加することになり

ます。1人当たりの負担をこれ以上増やさないためには、維持管理コストの効

率化だけでなく、人口の減少に見合った分だけ施設の総量（延床面積）を減ら

す必要があります。 

 

表 5-1 人口と延床面積の推移 

 

 

（１）建物施設（建築物） 

2020 年度に策定した行財政プランでは、現在ある施設を将来も同種・同規模

で維持する場合、将来の施設の維持管理・更新等にかかる費用は、30 年間で

2,000 億円、年平均 67 億円と試算しました。また、公共施設マネジメント以外

でも新たな行財政改革の取り組みを何も実施しなかった場合は、今後 30 年間

で約 600 億円の収支不足が見込まれました。 

表 5-1 に示すとおり、本市の将来人口は 2020 年に比べ、2040 年には総人口

は 10.8％の減少、生産年齢人口は 19.8％の減少が見込まれています。人口が

減少することにより、現在ある施設を将来も同規模で保持した場合、1人当た

り延床面積は増加し、これに伴い 1人当たりの財政負担が増加することになり

ます。1人当たりの負担をこれ以上増やさないためには、維持管理コストの効

率化だけでなく、人口の減少に見合った分だけ施設の総量（延床面積）を減ら

す必要があります。 

 

表 5-1 人口と延床面積の推移 

 

 

 

 

 

 

 

5-3 基本目標 5-3 基本目標 
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改正前 改正後 

 

出典）将来人口：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平

成 25 年 3月推計） 

 

平成 42 年と総人口が近似である平成 8年と比較すると、総人口 1人当たり

の延床面積は 9.1％の増加となっています。このことを一つの目安として、本

市が所有する施設総量（延床面積）を、平成 42 年度までに 10％以上削減する

ことを目標に掲げます。 

 

■数値目標（建物施設） 

○市が保有する施設の総延床面積を、平成 42 年度までに 10％以上削減します。 

    平成 22 年度：59.6 万㎡ ⇒ 将来（H42）：53.6 万㎡ （6 万㎡減） 

   （公営企業の建物施設も含まれます） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）将来人口：第６次総合計画の将来人口推計（国立社会保障・人口問題研究所

「日本の地域別将来推計人口」（平成 30 年推計）に準拠した推計） 

 

2020 年と 2040 年の総人口減少率を一つの目安として、本市が所有する施設

総量（延床面積）を 2040 年度までに 10％以上削減することを目標に掲げま

す。 

 

 

■数値目標（建物施設） 

○市が保有する施設の総延床面積を、2040 年度までに 10％以上削減します。 

    2020 年度：61.1 万㎡ ⇒ 将来（2040 年度）：54.9 万㎡ （6.2 万㎡減） 

   （公営企業の建物施設も含まれます） 
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改正前 改正後 

図 5-1 今後の施設マネジメントのあり方（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考）「公共ファシリティマネジメント戦略」（日本ファシリティマネジメント推進協

会、平成 22 年）をもとに作成。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1 今後の施設マネジメントのあり方（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考）「公共ファシリティマネジメント戦略」（日本ファシリティマネジメント推進協

会、平成 22 年）をもとに作成。 
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改正前 改正後 

（２）インフラ施設 

本市の道路整備については、平成 19 年度末現在、都市計画決定延長 82.4km

のうち、約 82％が整備済みとなっています。また、水道普及率は 100％、下水

道（汚水）の人口普及率は 99.9％となっています。新たな住宅地等の開発など

により、今後も必要に応じて新規整備をしていく必要はありますが、本市のイ

ンフラ施設は、一定の水準整備されている状況にあるといえます。 

建物施設については、機能の統合や複合化、廃止などにより、総量を削減

し、修繕・更新コストを抑制することは可能ですが、インフラ施設について

は、一度敷設した道路や橋りょう、水道、下水道管を廃止し、総量を削減して

いくことは現実的ではありません。 

したがって、今後は、これまで整備してきたインフラ施設を、計画的に修

繕・更新していくことに重点をおき、各施設の長寿命化計画あるいは公営企業

の経営戦略等に基づき、計画的な点検、修繕・更新を行っていくことを目標と

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）インフラ施設 

本市の道路整備については、2020 年度末現在、都市計画決定延長 79.9km の

うち、約 88％が整備済みとなっています。また、水道普及率は 100％、下水道

（汚水）の人口普及率は 99.9％となっています。新たな住宅地等の開発などに

より、今後も必要に応じて新規整備をしていく必要はありますが、本市のイン

フラ施設は、一定の水準、整備されている状況にあるといえます。 

建物施設については、機能の統合や複合化、廃止等により、総量を削減し、

維持管理・更新コストを抑制することは可能ですが、インフラ施設について

は、一度敷設した道路や橋りょう、水道、下水道管を廃止し、総量を削減して

いくことは現実的ではありません。 

したがって、今後は、これまで整備してきたインフラ施設を、計画的に改

修・更新していくことに重点をおき、各施設の長寿命化計画あるいは公営企業

の経営戦略等に基づき、計画的に維持管理・更新等を行っていくことを目標と

します。 
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改正前 改正後 

 

■現状・課題 

本市が保有する建物施設は、60％を超える施設が昭和 55 年以前に建築さ

れ、築 30 年以上が経過しています。また、旧耐震基準で建てられ、耐震性が

未確認の施設もあることから、対策が必要とされています。これらの施設は、

今後、大規模な修繕や建替えの時期を迎えることになりますが、今後の厳しい

財政状況を踏まえると、すべての施設の修繕や建替えに対応することはでき

ず、必要性の高い施設まで安全・安心の確保ができなくなる恐れがあります。

インフラ施設についても、老朽化の進行による橋桁のコンクリート剥離や路面

の凹凸による事故、上水・下水道管の損傷、それに伴う漏水による道路陥没な

ど、安全、安心を確保した市民生活を営むことができなくなるおそれがありま

す。 

 

■今後の方向性 

義務教育の学校施設は、児童・生徒がいる限り維持し、必要に応じて更新し

ていく必要があります。また、災害時の防災拠点となる行政施設や、学校、保

育所・幼稚園、福祉施設、病院など、子どもあるいは高齢者、障がい者等の安

全・安心の確保が必要な施設は、耐震化や老朽化対策の必要性・優先度が高い

施設といえます。また、道路、橋りょう、公園、上下水道は、市民の日常生活

や経済活動に直結する重要なライフラインであり、大規模災害時等には救援や

災害復旧等においても重要な役割を果たすことから、今後も必要不可欠な基盤

施設といえます。 

今後、限られた財源の中で、老朽化した施設の維持管理・更新や耐震化を検討

 

■現状・課題 

本市が保有する建物施設は、70％を超える施設が 1990 年以前に建築され、

築 30 年以上が経過しています。また、旧耐震基準で建てられ、耐震性が未確

認の施設もあることから、対策が必要とされています。これらの施設は、今

後、大規模な改修や更新の時期を迎えることになりますが、今後の厳しい財政

状況を踏まえると、すべての施設の改修や更新に対応することはできず、適切

な維持管理が困難になることが予測されます。インフラ施設についても、老朽

化の進行による橋桁のコンクリート剥離や路面の凹凸による事故、上水・下水

道管の損傷、それに伴う漏水による道路陥没等、安全、安心を確保した市民生

活を営むために必要な対策に直面することが予測されます。 

 

 

■今後の方向性 

義務教育の学校施設は、児童・生徒がいる限り維持し、必要に応じて更新し

ていく必要があります。また、災害時の防災拠点となる行政施設や、学校、保

育所・幼稚園、福祉施設、病院等、子どもあるいは高齢者、障がい者等の安

全・安心の確保が必要な施設は、耐震化や老朽化対策の必要性・優先度が高い

施設といえます。また、道路、橋りょう、公園、上下水道は、市民の日常生活

や経済活動に直結する重要なライフラインであり、大規模災害時等には救援や

災害復旧等においても重要な役割を果たすことから、今後も必要不可欠な基盤

施設といえます。 

今後、限られた財源の中で、老朽化した施設の維持管理や耐震化を検討する際

方針① 市民が安全・安心に利用できるよう「適切な維持管理」を推進 方針① 市民が安全・安心に利用できるよう「適切な維持管理」を推進 
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改正前 改正後 

する際には、市民が安心して施設を利用できるよう、施設の必要性、老朽化の進

行状況や耐震性の有無、提供するサービスの質や需要等を踏まえ、維持管理、更

新の優先順位を整理し、検討を行います。 

その上で、今後も必要な施設、継続して使用していく施設については、これま

でと同様に、設備機器等の保守や定期点検、診断などを計画的に実施していきま

す。また、耐震改修促進法など施設の耐震性や安全性確保に関する各種法令や国

等の要請に基づき、耐震診断や点検が必要な施設については診断等の調査を実施

し、調査結果に基づき耐震補強や安全性確保のための改修、施設機能の移転など

検討を行います。 

 

図 5-2 建物施設の耐震化、維持管理・更新の優先度 

 

 

 

 

 

には、市民が安心して施設を利用できるよう、施設の必要性、老朽化の進行状況

や耐震性の有無、提供するサービスの質や需要等を踏まえ、維持管理の優先順位

を整理し、検討を行います。 

また、耐震改修促進法など施設の耐震性や安全性確保に関する各種法令や国等

の要請に基づき、耐震診断や点検が必要な施設については診断等の調査を実施

し、調査結果に基づき耐震補強や安全性確保のための改修、施設機能の移転等検

討を行います。 

 

 

 

図 5-2 建物施設の耐震化、維持管理の優先度 
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改正前 改正後 

 

■現状・課題 

建物やインフラ施設の老朽化に適切に対応し、計画的な維持管理・更新を

行っていくためには、施設の状態を定期的に点検・診断し、異常が認められる

際には速やかに対策を講じる必要があります。これまでは、主に建物や設備が

劣化や損傷してから対処する事後保全により対応しており、ライフサイクルコ

スト縮減の観点から必ずしも効率的、効果的な修繕を行っているとはいえない

状況にあります。 

 

■今後の方向性 

今後、施設の新規整備あるいは維持管理・更新を計画する際には、ライフサ

イクル全体を通じたコスト縮減に繋がるよう、事業計画を立案する必要があり

ます。そのために、施設の長寿命化に繋がるよう適正な管理を行い、ライフサ

イクルコストの縮減を図る観点で、「予防保全」の考え方による施設の点検・

診断等を行い、計画的な維持管理・更新を検討します。また、インフラ施設に

ついても、各施設の長寿命化計画等に基づき、定期的な点検・診断により劣化・

損傷の程度や原因等を把握・評価し、計画的な修繕・更新を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

■現状・課題 

建物やインフラ施設の老朽化に適切に対応し、計画的な維持管理・更新等を

行っていくためには、施設の状態を定期的に点検・診断し、異常が認められる

際には速やかに対策を講じる必要があります。これまでは、主に建物や設備が

劣化や損傷してから対処する事後保全により対応しており、ライフサイクルコ

スト縮減の観点から必ずしも効率的、効果的な維持管理を行っているとはいえ

ない状況にあります。 

 

■今後の方向性 

今後、建物施設の新規整備あるいは維持管理・更新等を計画する際には、ラ

イフサイクル全体を通じたコスト縮減に繋がるよう、事業計画を立案する必要

があります。そのために、施設の長寿命化に繋がるよう適正な管理を行い、ラ

イフサイクルコストの縮減を図る観点で、「予防保全」の考え方による施設の

点検・診断等を行い、計画的な維持管理・更新等を検討します。また、インフ

ラ施設についても、各施設の長寿命化計画等に基づき、定期的な点検・診断によ

り劣化・損傷の程度や原因等を把握・評価し、計画的な維持管理・更新等を検討

します。 

 

 

 

 

 

方針② 「ライフサイクルコスト（LCC）」を考慮した施設の長寿命化 方針② 「ライフサイクルコスト（LCC）」を考慮した施設の長寿命化 
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改正前 改正後 

図 5-3 施設のライフサイクルコストと長寿命化（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-3 施設のライフサイクルコストと長寿命化（イメージ） 
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改正前 改正後 

 

① 機能の移転・統合 

■現状・課題 

これまで、公共サービスの提供にあたっては、いずれの地域にも均質で均一

であることが求められてきました。しかし、地域ごとの人口やその構成に変化

が生じており、市民ニーズの量と質が変化していることが考えられます。 

高齢化の進んだ地域と子育て世代の多い地域とでは、それぞれの地域で求め

られる施設やサービスは異なります。また、現在の高齢者世代と将来の高齢者

世代では、求める施設、機能は必ずしも合致するとは限りません。 

 

 

 

 

さらに、防災や環境配慮、ユニバーサルデザインなど、時代ごとの情勢に対

応したサービスの実現も求められます。 

 

 

■今後の方向性 

今後は、人口や財政規模に見合った施設保有の最適化を図っていく必要があ

ることから、時代の変遷によりニーズが変化したもの、あるいはニーズが大幅

に縮小したものについては、施設機能の移転や統合、廃止を含めた施設の再配

置の検討を行います。 

 

 

 

■現状・課題 

これまで、公共サービスの提供にあたっては、いずれの地域にも均質で均一

であることが求められてきました。しかし、地域ごとの人口やその構成に変化

が生じており、市民ニーズの量と質が変化していることが考えられます。 

高齢化の進んだ地域と子育て世代の多い地域とでは、それぞれの地域で求め

られる施設やサービスは異なり、現在の高齢者世代と将来の高齢者世代では、

求める施設、機能は必ずしも合致するとは限りません。 

また、これまでは、教育や文化、社会施設等サービス（機能）ごとに必要な

施設を個々に整備してきました。その結果、施設数の増加に伴う維持管理費の

増加や、施設ごとの稼働率に大きな違いがみられるなど、必ずしも効率的な利

活用がなされていない状況にあります。 

さらに、防災や環境配慮、ユニバーサルデザイン等、時代ごとの情勢に対応

したサービスの実現も求められます。 

 

 

■今後の方向性 

今後は、人口や財政規模に見合った施設保有の最適化を図っていく必要があ

ることから、時代の変遷によりニーズが変化したもの、あるいはニーズが大幅

に縮小したものについては、施設機能の移転や統合、廃止を含めた検討を行い

ます。 

また、従前からの機能に限定した更新整備を前提とするのではなく、効率的

方針③ 市民ニーズに柔軟に対応した「施設の機能移転、統合、複合化」を検討 方針③ 市民ニーズに柔軟に対応した「施設の機能移転、統合、複合化」を検討 
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改正前 改正後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

な利活用や将来を見据えた機能にも着目して、施設の複合化について検討を行

います。 

このような機能移転、統合、複合化等施設の再配置の検討にあたっては、施

設毎の必需性や市場性を分類したうえで、ハード（建物品質）・ソフト（サー

ビス・収支）の状況等から評価を行い、社会情勢や市民ニーズの変化に応じた

方向性を定めます。 

更に、何等かの問題を抱える施設については、評価過程を「見える化」する

など詳細な評価検討を行います。 

また、施設の再配置、あるいは大規模な改修や更新を計画する際には、多様

性に配慮するため、「ユニバーサルデザイン 2020 行動計画」（平成 29 年 2月関

係閣僚会議決定）の考え方を踏まえ、すべての人にとって利用しやすい施設と

なるよう、ユニバーサルデザインの導入を推進します。環境配慮においては、

伊丹市地球温暖化対策推進実行計画※の内容を踏まえ、単なる省エネ機器への

更新に留まらず、より高度な技術の導入を研究し、継続的かつ効率的な省エネ

ルギー化及び温室効果ガス排出量の削減に取り組むことで、脱炭素化を推進し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

用語説明 

※：伊丹市地球温暖化対策推進実行計画･･･環境基本計画を上位計画とし、市自らの

地球温暖化対策に関する削減目標を定めるもの。第３次計画期間：2017 年度～

2022 年度（6 年間） 
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改正前 改正後 

図 5-4 施設の機能移転、統合、廃止（イメージ） 

＜施設の統合・廃止＞ 

 

 

＜機能移転＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-4 施設の機能移転、統合、複合化、廃止の検討（イメージ） 

＜施設分類＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜１次評価の考え方＞ 
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改正前 改正後 

② 施設の複合化・多機能化 

■現状・課題 

これまでは、教育や文化、社会施設などサービス（機能）ごとに必要な施設

を個々に整備してきました。その結果、施設数の増加に伴う維持管理費の増加

や、施設ごとの稼働率に大きな違いがみられるなど、必ずしも効率的な利活用

がなされていない状況にあります。 

 

■今後の方向性 

今後、施設の管理、運営、更新を検討するにあたっては、従前からの機能に

限定した更新整備を前提とするのではなく、将来を見据えた機能にも着目して

施設の複合化や多機能化を図ることが必要となってきます。 

具体的には、既存施設の更新時に異なる機能を集約し、施設を複合化するこ

とにより、玄関やトイレ、事務室などの共有部分の削減を図るとともに、異な

る機能が連携し補完し合うことにより、新しいサービスの提供が生まれること

も期待されます。 

また、小・中学校は、今後、児童・生徒数が減少していくことが予想されて

いますが、空き教室に他の公共施設の機能を集約することで、効果的に施設総

量の削減を図ることができます。さらに、学校施設と地域コミュニティの機能

が集約されることで、学校と地域社会との交流・連携がよりいっそう図られる

ことが期待できます。 

なお、施設の建て替えにあたっては、長期的なニーズの変化に対応でき、容

易に機能の転換が図れる建築工法（スケルトンインフィル等）を採用するなど

の検討を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜施設評価のマトリクス表＞ 
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改正前 改正後 

図 5-5 施設の複合化（イメージ） 
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改正前 改正後 

 

■現状・課題 

これまで本市では、教育・文化施設や福祉施設など、時代時代のニーズに応

じて整備を行ってきました。今後、本市の人口も減少期を迎え、生産年齢人口

の減少とともに、少子高齢化がいっそう進行することが予測されています。ま

た、歳入の大きな伸びを期待することは困難な状況にある一方で、社会保障費

の増大が見込まれており、厳しい財政運営となることが予想されています。こ

れらの状況を踏まえると、公共施設等の整備や維持補修にかける投資的経費を

増やしていくことは困難な状況にあります。 

 

■今後の方向性 

新たな施設整備の検討を行う際に、既存施設の有効利用、国・県・民間から

の貸借等による対応など、新たな施設の建設を伴わない方法について検討を行

います。また、このような既存施設等での対応が難しく、喫緊の整備が必要な

場合は、ライフサイクルコスト（LCC）の圧縮、利用者の利便性向上などを図

るとともに、中長期的な視点で延床面積の総量削減を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■現状・課題 

これまで本市では、教育・文化施設や福祉施設等、時代時代のニーズに応じ

て整備を行ってきました。今後、本市の人口も減少期を迎え、生産年齢人口の

減少とともに、少子高齢化がいっそう進行することが予測されています。ま

た、歳入の大きな伸びを期待することは困難な状況にある一方で、社会保障費

の増大が見込まれており、厳しい財政運営となることが予想されています。こ

れらの状況を踏まえると、公共施設等の維持管理・更新等にかける投資的経費

を増やしていくことは困難な状況にあります。 

 

■今後の方向性 

新たな施設整備の検討を行う際に、既存施設の有効利用、国・県・民間から

の貸借等による対応など、新たな施設の建設を伴わない方法について検討を行

います。また、このような既存施設等での対応が難しく、喫緊の整備が必要な

場合は、ライフサイクルコスト（LCC）の圧縮、利用者の利便性向上等を図り

ながら新規整備を行います。これにより一時的に増加した床面積も含めて、中

長期的な視点で延床面積の総量削減を図ります。 

 

 

 

 

 

 

方針④ 原則として、新規整備は「総量規制」の範囲内で実施 方針④ 原則として、新規整備は「総量規制」の範囲内で実施 



17 

 

改正前 改正後 

図 5-6 新規整備の抑制（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-5 新規整備の抑制（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更なし 
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改正前 改正後 

 

■現状・課題 

これまで公共施設の建設や運営、維持管理は、各所管部署が主体となって実

施してきました。しかしながら、効率的、効果的な施設管理・運営に関する情

報が分散していることから、公共施設全体の最適なマネジメントに必要な全庁

的視点に立った施設管理・運営の取り組みが行われていない状況にあります。 

 

 

■今後の方向性 

公共施設全体としてマネジメントの最適化を図るためには、全庁的、総合的

な視点に立ち、公共サービスのニーズと量、コストのバランスを図るととも

に、LCC ベースでの長期保全・長寿命化といった視点から、施設マネジメント

を行う必要があります。 

そのためには、施設の老朽度や維持管理費用等に関する情報の一元管理、修

繕や建替えにあたっての優先順位の意思決定、個別の事業計画と全体方針との

調整など、庁内横断的な取り組みが必要であり、それらの取り組みを推進する

ため、一元的に管理できる体制の整備を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

■現状・課題 

これまで公共施設の建設や運営・維持管理は、各所管部署が主体となって実

施してきました。しかしながら、効率的、効果的な施設の運営・維持管理に関

する情報が分散していることから、公共施設全体の最適なマネジメントに必要

な全庁的視点に立った施設の運営・維持管理の取り組みが行われていない状況

にあります。 

 

■今後の方向性 

公共施設全体としてマネジメントの最適化を図るためには、全庁的、総合的

な視点に立ち、公共サービスのニーズと量、コストのバランスを図るととも

に、環境配慮や LCC ベースでの長期保全・長寿命化といった視点から、施設マ

ネジメントを行う必要があります。 

そのためには、施設の老朽度や維持管理費用あるいは、エネルギー使用量等

に関する情報の一元管理、維持管理・更新等にあたっての優先順位の意思決

定、個別の事業計画と全体方針との調整など、庁内横断的な取り組みが必要で

あり、それらの取り組みを推進するため、一元的に管理できる体制の整備を図

ります。 

 

 

 

 

 

方針⑤ 効率的な施設管理を推進するため「施設マネジメントの一元化」 方針⑤ 効率的な施設管理を推進するため「施設マネジメントの一元化」 
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改正前 改正後 

図 5-7 施設管理の一元化（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-6 施設管理の一元化（イメージ） 
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改正前 改正後 

 

■現状・課題 

本市は、これまでも指定管理者制度の導入などにより、施設運営・管理の効

率化に努めてきましたが、今後も、さらなる効果的、効率的なサービス提供の

方法を改善していく必要があります。 

 

■今後の方向性 

施設の運営・維持管理にかかるコストや、施設利用者、運営状況の情報把握

を徹底し、効率的なコスト削減を図るとともに、施設の利用率、稼働率の向上

や料金設定、減免制度の見直しなど、施設の目的や利用状況に応じた受益者負

担の適正化を図ります。 

また、必要な公共サービスの質を適切なコストで提供するため、民間の資金

やノウハウ、創意工夫を最大限に活用できる仕組みとして、指定管理者制度や

PFI など公民が連携した PPP 手法の導入や民営化について、検討を行います。 

インフラ施設については、全国的にも PFI 導入の事例はほとんどありません

が、今後民間のノウハウを最大限に活用して、公的主体だけでは実現できな

かったコスト削減やサービス水準の向上といった新たな価値を創出していくこ

とが必要です。 

 

 

 

 

 

 

■現状・課題 

本市は、これまでも指定管理者制度の導入等により、施設の運営・維持管理

の効率化に努めてきましたが、今後も、さらなる効果的、効率的なサービス提

供の方法を改善していく必要があります。 

 

■今後の方向性 

施設の運営・維持管理にかかるコストや、施設利用者、運営状況の情報把握

を徹底し、効率的なコスト削減や、施設の利用率、稼働率の向上を図ります。

また、料金設定、減免制度の見直し等、施設の目的や利用状況に応じた受益者

負担の適正化を図ります。 

必要な公共サービスの質を適切なコストで提供するため、民間の資金やノウ

ハウ、創意工夫を最大限に活用できる仕組みとして、指定管理者制度や PFI 等

公民が連携した PPP 手法の導入や民営化について、サウンディング型市場調査

※等を実施し検討を行います。 

なお、インフラ施設については、全国的にも PFI 導入の事例はほとんどあり

ませんが、今後民間のノウハウを最大限に活用して、公的主体だけでは実現で

きなかったコスト削減やサービス水準の向上といった新たな価値を創出してい

くことが必要です。 

用途廃止された資産や売却可能資産等については、効率的な運用や売却等を

行うことが、資産利用の最適化及び将来の維持管理等に係る負担の軽減につな

がることから、公共施設の用途廃止後に本格利用されていない未利用地をはじ

めとする未利用資産の活用や処分について検討を行います。 

方針⑥ 「指定管理者や PFI 等の PPP 手法」の活用 方針⑥ 「指定管理者や PFI 等の PPP 手法」の活用 
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改正前 改正後 

 

 

 

 

図 5-8 民間活力の活用（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討に際しては、公共性・有用性及び市場性の観点から資産を評価し、売却

のみならず定期借地権設定による貸付等、多様な活用手法で公民連携の取組を

推進することにより、未利用資産の解消ならびに財政負担の軽減を図ります。 

 

図 5-7 民間活力の活用（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用語説明 

※：サウンディング型市場調査･･･事業発案段階や事業化段階において、事業内容や

事業スキーム等に関して、直接の対話により民間事業者の意見や新たな提案の把

握等を行うもの。 
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改正前 改正後 

 

■現状・課題 

本市では、公共施設の有効活用や 10 年後、20 年後の計画性を持ったあり方

について、市民の皆さまと議論を始めるため、平成 24 年 3月に「伊丹市公共

施設白書」を作成（平成 26 年 10 月改訂）しています。施設の再配置や管理運

営方法など、公共施設の今後のあり方を検討するためには、公共サービスの受

け手であり、一方では施設の維持・運営を支える納税者である市民の理解・協

力が不可欠となります。そのため、まずは公共施設白書の発行により、出前講

座等を通じて本市が抱える公共施設に関する現状と課題について説明を行って

います。 

 

 

■今後の方向性 

本方針に基づき、施設の有効利用や管理運営のあり方など具体化していくた

めに、施設情報を継続的に更新していきます。また、これらの情報を広く発信

するとともに、市民の皆さまに公共施設マネジメントへの取り組みへの参画を

促し、本市の公共施設を効果的、効率的に利活用していく方策について熟議

し、検討を進めていきます。 

 

 

 

 

 

■現状・課題 

本市では、公共施設の有効活用や 10 年後、20 年後の計画性を持ったあり方

について、市民の皆さまと議論を進めるため、市の公共施設等の場所を表示し

た地図情報や公共施設の基本情報や維持管理に必要なコスト等を整理した「公

共施設カルテデータベース」を市ホームページで公表しています。施設の再配

置や運営・維持管理の方法等、公共施設の今後のあり方を検討するためには、

公共サービスの受け手であり、一方では施設の運営・維持管理を支える納税者

である市民の理解・協力が不可欠となります。そのため、市民からのニーズや

市の検討内容に応じて出前講座を開催する等、本市が抱える公共施設に関する

現状と課題について説明を行っています。 

 

■今後の方向性 

本方針に基づき、施設の有効利用や管理運営のあり方等具体化していくため

に、施設情報を継続的に更新していきます。また、これらの情報を広く発信す

るとともに、市民の皆さまに公共施設マネジメントへの取り組みへの参画を促

し、本市の公共施設を効果的、効率的に利活用していく方策について熟議し、

検討を進めていきます。 

 

 

 

 

 

方針⑦ 「市民参画による公共施設マネジメント」の推進 方針⑦ 「市民参画による公共施設マネジメント」の推進 


